
October 1960

㌢
転
蛸
転
騨
r

経済研究

第11巻第4号

Vol. 11　No. 4

地域経済分析について
-産業連関分析の応用-

山　　　田

1はしがき

産業連関分析の応用は多方面に亘るものである

が,そのうちでもここに述べる地域分析への応用

は,この分析の理論的な研究と併行してこころみ

られてきた。しかし理論的な興味を引くものとし

てはレオンチュフの研究1)とチェネリ二の研究2)

の2つを挙げることができるであろう3)。チェネ

リ-の研究はレオンチェフのものに刺戟されて生

れたものと見られる。

一般的にいって,地域分析は古くから行われて

きた国際経済論の1つの特殊な形と見なすことも

でき,決して新らしい研究とは称Lがたい4)。し

1) Wassily Leontief, "Interregional Theory",

Studies in the Structure of the American Economy,

ed. by W. Leontief and others, 1953, pp. 93-115.

2) Hollis B. Chenery, "Regional Analysis", The

Structure and Growth of the Italian Economy, ed. by

Mutual Security Agency, 1953, pp. -97-116;

3)その他の地域経済分析としては歴史的に有名な

研究にアイザ-ドのものがある。 (WalterIsard,"In-

terregional and Regional Input-Output Analysis,

A Model of a Space-Economy", Review of Economics

and Statistics, Vol. 33,No.4., Nov. 1951, pp. 318-28.

しかしここではこの論文には触れなt、こととする。

4)従来の国際経済論もしくは国際貿易論,なかで

かし伯方産業連関分析が異常な進展をとげるとと

もに,この分析の手法のもとに地域分析,とくに

1国内の地域分析が論ぜられてきたという点にお

いて,このテ-マは,一般の由際経済論とはまた

異った特色を持っている。

他方,アメリカのような広大な国のみならず,

最近日本でも,経済発展の遅れた国内の後進地域

の開発計画が問題視されてきている現状において,

この種の理論的ならびに実証的研究はおろそかに

lはできないであろう。

土の論文では,以上のような産業連関分析によ

る地域分析(interregional analysis)の代表作と

してまずレオンチェフの方式を説明し,ついでチ

ェネリーの方式を検討する。レオンチェフの方式

では,国民経済バランスをまず最初に考え,その

結果を地域経済バランスに持ち込む問題がとり上

げられているのに対し,チェネリーの場合には,

もアインテマの研究(Theodore O. Yntema, A Math-

ematical Reformulation of the General Theory of In-

ternational Trade, 1932)やグァイナ-の研尭(Jacob

Vmer; Studies in the Theory of International Trade,、

1937)は一般均衡理論を背景に持つという・意味でここ

にいう地域経済分析の先駆的業績といえよう。
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むしろ逆に,地域開発のために必要な地域的経済

計画が国民経済全体にどのような影響を与えるか

ということを問題とする。したがって両者の経済

計画としての意味は異るものと考えられる。

レオンチュフの方式において残された問題は,

地域経済バランスをさきに考え,これに適応する

ような国民経済バランスをあとに考えるような方

式,またはこの2つのバランスを同時に達成する

ような方式が何であるかということであるが,こ

の論文では問題の指摘だけに止めてある。チェネ

リーの方式において残された問題は,かれの設例

を公式化することであるが,これについてはこの

論文で取り扱うこととした5)。

2　レオンチェフの地域分析

レオンチェフの地域分析を説明するに際し,ま

ず簡単な設例によって,その原理を把み,しかる

のちにこれを一般化しようO

この場合は全商品を2つの部分に分け, 1づは

地域的にバランスをとるような地域的商品および

サ「ビス(regional goods and services)の1群と

し,他は1国全体に流通する国民的商品およびサ

-ビス(national goods and services)の1群とす

る。国民的商品およびサトビス群はそれら自身で

はバランスをとらないが,それらと地域的商品お

よびサ-ビスとが合体してノiランスをとるものと

考える。

いま第1表において, IとⅡとは2つの地域を

あらわすと同時に,その地域で生産される商品お

よびサ-ビスの種類をあらわし,それらの産出高

の1部分が2つの地域でバランスするものと考え

る。 Ⅲは国民経済的に流通する商品およびサ-ど

第1表

地域的商品およ
びサービス

I n m

5)　チェネリ-とタラ-クの近刊書(H.B.Chenery

and Paul G. Clark, Interindustry Economies, 1959)

にも地域分析は公式化されていない。 (of. Ibid., pp.

308-332)
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スをあらわすもの上する。

そこでこれらの商品およびサービスの投入係数

がこの裏のように与えられ,しかも最終需要がI,

Ⅱ, Ⅲについてそれぞれ30, 70, 100である場合

に,これらの最終需要を実現するための産出高の

大きさを求めることやミここでの問題である。これ

がためには第1表の投入係数から逆行列を求める

第2表 必要がある。これが第

2表である。この逆行

列を使って産業連関表

を作成することは容易

である。まずこの逆行

列によって各部門の産出高を求めると, i, n,

Ⅲの各部門についてそれぞれ100, 200, 200とな

ることが知られる。これらの値は第1表の最後の

欄「産出高計」に示されている。

つぎに国民的商品およびサービスⅢの産出高は,

予め与えられた地域比率(regional coef五cent) ,た

とえばその40%と仮定することによって　i,n

両地域に配分される量が決定せられる。第1表に

よって国民的商品およびサ-ビスの産出高200が

求められたから,これから地域比率によって, I,

Ⅱ両地域の分担する産出高は80となる。この80

だけの産出高がなければ,第1表に示すような国

民経済バランスは保たれないことになるのであるo

Lかしそれと同時に,この場合I, Ⅱ両地域で

はそれ自体で地域的バランスをとることが要請せ

られる。しかも国民的商品およびサ-ビスの産出

地域Ⅱでは200の産出高計がなければならず,こ

の産出高を実現するためには, i,n両地域ではそ

れぞれ12,16の投入がなければならない。何とな

れば, I地域ではまえの80に第1表のなかのこ

れに該当する投入係数0.15をかけただけがこの

地域から投入されねばならず,またⅡ地域からは,

同じく80にこれに該当する投入係数0.2をかけ

ただけがこの地域から投入されねばならないから

である。

そこで,最後にI, Ⅱ両地域だけについてその

バランスを考える。この場合の最終需要をかりK.

それぞれ20および50とする。この20および50

はそれぞれ,国民経済的バランスを示す第1表の
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当該地域の最終需要,すなわちI地域については

30, n地域については70という総最終需要に等

しいか,あるいはこれよりも小さい_ことが条件と

,なることは明瞭である。

この段階で決定されたことがらは,地域バラン

スを考えるに際して, I地域においては,さきほ

どの国民的商品およびサ-ビス部門Ⅲの投入量12

といまの最終需要20とを実現するような産出高

を求める必要のあること,またⅡ地域においては

舗司様の投入量16と最終需要50とを実現するよう

な産出高を求める必要のあること,さらにこの2

つの地域はそれ自体でバランスをとる必要のある

ことである。これらの3つの条件を満足するよう

,な産出高を求めるには周知の産業連関分析の手法

を利用すればよい。

まず第1表のI, Ⅱ両地域の投入係数だけから

逆行列を計算し, _これにI地域については12+20

-32を, II地域につ七、ては16+50-66を,通常

の場合の最終需要と見なして,これらをいまの逆

石列にかければよい。そこで第1表のI, Ⅱ両地

域の投入係数から逆行列を求めれば,第3表がえ

られる。この表に基づいて地　　　第3表

域バランスをとるために必要

な両地域の産出高を求め,さ

らにこれから投入量を求めた

潜巣は第4表に示される。これが地域バランス表

にはかならない。以上によってレオンチェフの地

域分析の考え方を,われわれ自身の設例によって

説明し終えた。そこでつぎには,レオンチェフの

誘導した地域分析モデノレを紹介しておこう6)。

第4表 いま1国全体で

m個の商品および

サ-ビスがあるも

のとし,それらは

:国民経済的にバランスをとると同時に,そのうち

1番目からh番目のものは地域的にバランスをと

るものと考える。.そこで産出高の記号をXとし,

6)　レオンチェフはさらに地域を再分割した場合を

取り扱っているが,原理的には以上の説明で足ると考

えられるので,地域の再分割の問題はここでは省略し

た(W. Leontief, op. oit., pp. 110-115.)
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最終需要をYであらわす。、またX4,Yiをもって

国民的商品およびサービスの産出高および最終需

要をあらわし, jXi,jYiで地域的商品およびサ-

ビスの産出高および最終需要をあらわすものとす

る。さらに国民的商品およびサ-ビスにづいては

茄
革
-
為

とし, j番目(y-i,2,～,m).の地域的商品および

サ-ビスについては

これにつれて投入係数もつぎのすうに定義される。

dLL-¥: ,0-LN-　,

"71+l,r "&7H-l,71

0-1n-&ml-&NN-
&mh

a=

地城此率は

・R-れ+＼O

rm,

とする。したがって

蝣RXz,-jXjv

Oft+l ,fc+l +-
e

α

a仇,h+l…amm

(2.1)
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ノ

ノ

机

の関係が成立する。

そこで国民経済バランスをあらわす条件はいう

までもなく

[トa]X- Y　　　　　　　　　(2. 2)

で示される。上式のZは単位マトリックスであ畢O

また地域バランスの条件は

[7-ffiii　-<Z.」j¥r] -,-F3*L(2.3)

′によって与えられる(2.1)式を考慮することに

よって(2.3)式はつぎの最終的な形となる。

iXL-lI-aLLTl laLN'jRXN+jYLl (2.4)
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上式においてすべての投入係数と地域比率が与

えられ,それと同時にすべての最終需要が与えら

れる。したがって(2.2)式によってガが求められ,

これからXNも確定される。さらに(2.4)式によ

って最終的にjXLが求められる。以上がレオンチ

ュフの導いた地域分析モデルである。

レオンチェプの方式では,まず国民経済バラン

スが決定され,しかるのちにその結果が地域に持

ち込まれて,その地域経済バランスを保つにはど

うすればよいかという問題が分析される。このよ

うな条件が許容される場合には,レオンチェフの

上述の分析は有用な知識を提供してくれる。-　しか

し,志しこれを逆にして,まず地域バランスが達

成せられ,しかるのちに国民経済バランスを決定

する場合には,レオンチェフの方法は利用できな

い。この問題に対しては別途の方法が考えられな

ければならない。さらにまた国民経済バランスと

地域経済バランスとを同時に成立せしめる方法の

考察も今後に残された問題である。

3　チェネリーの地域分析

レオンチェフの地域分析の説明を終云て,つぎ

にチュネT)-の方法を考えてみよう。これは,か

れが;ィタリ-の地域開発を行うときに用いた方法

である7)。すなわちイタリ-は産業の見地から南

部と北部とに分けられ,南部は農業地帯,北部は

工業地帯と考えられる。そこでいま南部の未開発

地域を開発する経済計画に地域分析を応用しよう

としたのである。チェネリ-はこ`れを設例によっ

て説明しているのであるが,ここではかれのもの

よりいっそう簡単な例題によって,その原理を考

えてみよう。

いまかりに,ある1国を2つの地域に分け,こ

れを東部と西部とする。また部門を農業と工業の

7 2つに限定する。

ここでは,チェネリ-にならって,まず繰り返

し法(iterative methodのこよって説明し,しかる

のち,これを公式化してみよう。

7)チェネリーの設例では,軍門を農業,工業,サ
ービス業;家計の4つに分割して計算しているが,こ

こでは,原理を簡単に説明するため,負,工両部門に

限定した。

研　　　究 Vol. 11　No. 4

この場合必要な表は地域別の投入係数表と,同

じく地域別の供給係数衷(supply coefficient tab-

le)とである。これらの2表をそれそれ第5表と

第5表

_W且墓遠IB
塁芸0.4

0.6:30

S0::

第6表

第6表とで示す。第5表において農,工両部門の′

東部,西部の投入係数が異ることが1つの重要な

要件である。もしこれが両地域において差異を見

ないとすれば,地域分析の価値は半減する。こ-の

ことは具体的には農,工両部門から産出される農

産物と工産物との生産技術が両地域において異る

ことを意味する土とはいうまでもない。つぎに第

6表について説明するとつぎのようである。まず

東部の需要を充たす供給先と西部の需要を充たす

供給先とに分け,これらの供給先がさら古土東部と

西部とに分かれる。この表によって,農産物の東

部の需要1を充たすのに,東部それ自身で供給さ

れる割合は0.7であり,西部から供給される割合

は残りの0.3であること~が知られ,同じく農産物-

の西部の需要1を充たすのに,東部からの供給割

脊はO.4西部自身の供給割合は残りの　0.6である

ことが知られるO　工産物についても同様である。

したがって,この裏では東部もしくは西部の各部

門ごとの供給割合を合計すれば1となる。この際一

外国の供給先を追加しても同じような表がえられ

ることは明らかであろう。以上のことから,ある

地域の需要量をもってその地域自身でまかなわれ

る供給量を割った比率をかりに地域自給度と名づ

けるならば,東部の農,工両部門の自給度はそれ

ぞれ0,7, 0.2であり,西部の自給度はそれぞれ

0.6, 0.5であるということになる。またある地域こ

の需要量をもって他の地域からまかなわれる供給

量を割った比率をかりに地域依存度と名づけるな

らば,東部の農,エ両部門の依存度はそれぞれ東

部では0.3と0.8,西部では0.4と0.5となる。こ

れが供給係数の意味である。

以上の地域別投入係数表と供給係数表とを基礎
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にして分析が行われる。さて,ここでいま,経済

開発のために,東部では農,工両部門の最終需要

がそれぞれ4および6だけ必要であり,西部では

両部門の最終需要がそれぞれ2および2だけ必要

であると仮定した場合に,そのような最終需要を

-確保するた釧こはどれだけの産出高が必要となる

かを繰り返し法によって求めてみよう。この問題

は同時に,ここに掲げた最終需要が農,工両部門

にどれだけの乗数効果もしくは波及効果を与える

かを求める問題でもある。

まず通常の方法にしたがって,東部の最終需要

の間接効果(indirect effect)のうち第1次効果を

二求めてみよう。しかしそのまえに,これだけの最

=終需要に対する地域別供給量を考える必要がある。

この点が通常の波及効果の分析とは異るところで

ある。その計算には,第6表を利用しなければな

らない。その結果を第7表に示す。このようにし

第7表

`て求めた供給量を各地域において生産すること′に

なるから,第7表の供給量を産出高と考えて,過

常の方法にしたがってこれ正投入係数を1回だけ

かければ,第1次間接効果がえられる。その結果

を表示すれば第8表の如くである。

第8表

ただし,この表の最後の欄の供給量は,需要量計

から,供給係数を使って求めたものである8)。

第1次間接効果は,第8-表から求められる-が,

8)　この計算は第7表と同様である。すなわち,負

業については

東部1.88×0.7+3.62×0.4-2.764

西部1.88×0.3十3.62×0.6-2.736

工業については

東部　2.82×0.2十2.94×0.5-2.034

西部　2.82×0.8+2.94×0.5-3.726

第9表

上空　~業l工　業

斥部恒部庫部恒部
1.106

1.658

0.821

1.368

-357-

需要量計　E　供　給　量

東部恒部庫部恒可.

芸.513

.268霊芸
計　2.764】　　　1.017 2.981 3.781　中828中1218
ここにはその結果だけを示しておこう。これが第

9表であるO以下同様の計算を繰り返すものがい

わゆる繰り返し法であって,このことは周知のと

ころであろう。

4　地域分析の公式化

以上がチェネリ-の方法であって,かれはここ

に述べた繰り返し法だけを使って分析の説明を行

っている。そこでこれからさきは,以上のチェネ

リ-の方式を傘式化し,逆行列を使って計算する

方法について考えてみよう。

まず第5表の地域別投入係数表と第6表の供給

係数表を⊥般化し,これをそれぞれ第10表,第

11表とする,これらの表では地域はA, Bの2

つ,部門はi, n, nの3つであるが,地域およ

第10表

び部門の個数を殖やしても同様の結論がえられるo

また地域の個数と部門の個数とは等しくないのが

一般的な場合である。いまA地域の投入係数をα

であらわし, B地域のそれをbであらわす。さら

に供給係数のうちA地域のものはpであらわし,

第11表、 B地域のものは

qであらわす。ノ

第1i表の意味

するところは第

6表と同様であ

って, A地域の

需要1単位のうちA地域自身で供給される供給係

数をpa,B地域から供給されるものの供給係数を

pbとし, B地域の需要1単位のうちA地域から

供給されるものの供給係数をQa, B地域自身で供

給されるものの供給係数をqbとすることは,義
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の示すところで

ある。つぎに最

終需要,最終供

給を示す表を第

12表に掲げる。

右肩の0は最終

第12表

経　　　済

需要,最給供給をあらわす。これより1つまえの

段階の第1次間接効果上して考えられる需要,供

給はそれぞれD′,S′をもって,第2次以下のそれ

らはD′′,.D′′′,-, s′′, S′′′,・-として区別することと

しよう。

そこでこの最終需要と最終供給との問につぎの

関係のあることは,第7表の計算からただちにわ

かるであろう。

A地域　　　　　　　　　　B地域

valDal<i+qalDtia-Sala i3M-DaiO+?61Al--サS'6i()

pa2Da2-+qa2DM--Sa2-　pb2Da2-+qi2Di2--S62-

pa3Da30-+-qasDi3<>-Sas-　pisDa3-+qbsDゎ3G-S63-

これからA, B両地域の第1次間接効果を求める

ど

A地域の需要量'
3

I SanipaiDa-f+qaiDuO)
も　i;1

n　2a2i{paiDaia十qaiDゎiO)
j-1

3

n Sasi(vaiDaiO+qaiDM-)
i-l

ヽ
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α

か
　
　
カ
　
　
月

二

　

　

二

　

　

二

B地域の需要量
3

I Zb⊥蝣OpbiDaio+qnDtiO) -Dti

i-l

3

II zbu(vb乞Dai-+qMDl>iO) -Dt ′
4-1

3

HI ZhdpuDaiO十QbiDbi-) -A, ′
4-1

(4.1)

(4. 2)

(4.1)および(4.2)の両式をマトリックスの形に

直して考えることが便利であろう。いま-

、
-
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とし,さらに

と定義すれば(4.1) (4.2)の両式は

aPaDao + aqaDb- -Da'

bPtD^ + bqtDt^Dt′

となる。

Vol. 11　No.4

(4. 3)

つぎに第2次間接効果は,つぎのマトT)ックス

であらわされることが容易にわかるであろう9)0

¥_apa aq。]

× a<la)

apa

DVb

DoP+ lapa aqa]

Db--Da′′

[bpb bq{] aPa

bpb

Daa+ U>pi bqt]

×/aqa)Db--I)i

Mt,J′′

さらにまた第3次間接効果は

[_apa aqa~¥ apa aqa

bpb bqt

+ [apa aqal

(

apa aqa

opt, 6?6

066g6]fapaaqa)

{bpbbqt)

+ybvi Mb] aPa aQa

-pt ooj,

apa

bpゎ

)

DaO

aqa

OOb

apa

bpゎ

7-i0-n'"JJh--LJa

Da-

0

t
U
刀

＼

～

.

1

ノ

輪
転

ノ
l

同様にして第4次間接効果は

¥_apa aqa] apa aqa

opt bqt,

+ lapa aqa]

(

aPa aqa

bpb

aPa

bpi

]2(

Da-

a-Qa

OQh

Dむ′′′

Dt- -DaW

[bphbqbl(apaaq^Hapa)Daa

{bptbqh){bptJ

+ibpb bqtl apa aqa

bpt, bqb

0

t"〟
C
]

＼

　

　

　

　

　

ノ

帆
短

ノ
1

2

ヽ
、
　
　
　
~
　
　
　
。
ノ

DbⅣ

9) (4.3)式のなかのDaOの代りにここに与られた

Da/の値を,またDbOの代りにDb′の値を代入すればp

第2次間接効果(4.4)式がえられ、る。以下第3次,寡

4次　　の計算についても同様である。
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以下無限回の間接効果が繰り返えさられるo

そこで第2次以下の間接効果を全部合計してみ

ょう。この際,第2次の間接効果(4.4)式の第1

式はつぎの形に変形できる点を注意すべきであるo

[apaaqa]こ;膿n-

・[apaaqa~](割qa-]Dt--Da

bqt.′′

第2式についても同様である。まずDa′与Da′′′+

DaN+‥.・・-のなかの'DaOの係数マトリックスの合

計は

Lapa aqa] U+Q+Q2+-]

であり, Db-の係数マトリックスの合計は

Lapa aqal U+Q+Q2　‥・]

となる。ここに

Q-〔apaacLa

bpbbib,

であり,Zは単位マトリックスである。よく知ら

れているように

Z十Q十Q2十一-U-QTl

であるから,上式はそれぞれ

[apa Ma] [I-Ql

および

'¥_apa ana] Y.I-Ql~1 (4. 9)

となる。これと同様にして,Db′′+Db′′′+IVV+-

のなかのDaOの係数マトリックスの合計は

Lbpb bqh] U-Qr1 apa

bpb

(4. 10)

であり, Dゎ0の係数マトリッ′クスの合計は

Lbpt bq{] U-QT aqa

bqb

(4. ll)

となる。したカミって第2次より高次の間接効果の

合計はつぎの式であらわされるo

A地域

Iapa aqa~] [トQ]~1

×(〔bpb ) 冨Dゎ0)

(4.12)、

- out?

B畢或
[6m hqdU-Q]~1

×〈〔bpt Daa+(aqa-¥Dt-¥I (4.13)

そこで全体の波及効果は,直接効果のDaOおよび

DA第1′次間接効果(4.3)式ならびに一第2次以下

の間接効果の合計(4.12)式と(4.13)式とを全部加

え合わせたものである。 A地域についての総合計

をDa, B地域の総合計をDbとすれば,結局つぎ

の式がえられる。

A地域

Da-Da- + apaDa-+ aqj,Dむ0十[apa aqaJ

× U-Ql~1 (4. 14)

B地域

Di-DbO+bpbDaO+bqbDi十[bpbbqbj

x[/-e]-くapaDaO+(aqa)DtO¥(4.15)

hpbJ[bqt

ここで上式にあらわれるapa,aqa,bpt),bqtの意

味について考えてみようapaはA地域の需要量

1単位をこの地域で作るに要する投入量をあらわ

しaqaはB地域の需要量1単位をA地域で作る

に要する投入量である。またbpbはA地域の需要

量1単位を作るに要するB地域の投入量,bqbは

B地域の需要量1単位をその地域で作るに要する

投入量であることはまえに述べた。αだけであれ

ばそれは通常の投入係数であって技術水準の尺度

とも考えられるが,以上のような特殊の投入係数

は技術だけでなくまえに述べた白粉度および依存

度をも同時に考慮した投入係数である。針まこれ

らの特殊な投入係数マトリックスにはかならないO

上述の諸式を,前節に掲げた設例にもとづいて

計算しでみよう。まずいまの特殊投入係数の値は

apa-fO.40.2UO.70)

0.60.3J|0O.2JfO,280.041

(0.420.06Jaga-冒:46::肌。.sj芸:霊)

・p&-:;::肌。.8J霊:芸)

%-::oo:ro.6owo

I。0.5J(。霊O.霊]
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これから

[トQTl

経　　　済

1.133　1.028　1.196　1.843

が求められる。これらの数値を利用して(4.14),

(4.15)の両式を計算するとつぎの結果がえられる。

すなわちまず(4.12)式の値は{7.2278,10.8417}と

なり, (4.13)式の値は(12.9838,ll.8848圧なるか

ら, -これから

研　　　究

東部坤域

直接効果

≡
α刀

間接効果
ノ　ノへ　ヽ

第1次　第2次以下

十
8
　
　
2

8
　
　
8

1
　
　
2
十

＼

~

一

　

　

　

ノ

ノ

4
　
　
∠
U

西部地域

直接効果
間接効果
ノ　　　ノ~＼　　　ヽ

7.2278

10.8417

Vol. 11　No. 4

13.1078

19.6617

第1次第1次以下

Db-:62f

82J+I霊三:膿言霊)

が求められる10),

10)ここにえられた東,西両地域の第1次間接効果

の値は第8表の需要量計の欄の数字と一致することに
注意せよ。


